
　２０１１年６月２７日、第４１期定時株主総
会をメルパルク東京（東京都港区）にて開
催いたしました。年々、ご来場くださる株主
の方が増えていることから、定員２００名の
本会場に加え、サテライト会場（テレビの
モニター中継で株主総会にご参加いた
だく別のお部屋）をご用意しておりました。
ちなみに昨年度は、２３５名の方にご参加
いただき、過去最高記録となっておりま
した。
　株主総会の開始時刻、午前１０時。本会
場を覗いて見ますと…既にほぼ満席状態
となっておりました。議長である社長が開
会を宣言した後、監査役からの会計報告、
社長によるプレゼンテーション形式の第
４１期事業報告および本日の２議案の説明
を行い、質疑応答にうつりました。６名の株
主様からいただいた１３問のご質問は、当社
の今後に対する真摯なご質問ばかりでした。
　総会開始後も多くの方にご来場いただ
き、議案は２つとも可決。株主総会の所要
時間は１時間２５分、最終的にご参加いた
だいた方は３１７名。記録をまたまた更新したのでした。
　株主総会は、会社における最高意思決定機関でありますが、同時に株主の皆様
と直接お話ができる貴重な機会であると認識しています。株主総会会場横の株主
様控え室では、会社を紹介するパネルの展示や当社がメディアに取り上げられた
記事のスクラップ、給茶コーナー等をご用意し、当社への理解を深めていただける
よう工夫しています。また、説明員を配置し、株主総会会場で質問することに抵抗
がおありの方でも、気軽にご質問いただけるような環境づくりをしています。数あ
る株主総会の中で当社の株主総会に来てよかった、と思っていただけるよう、改善
を重ねていきたいと考えています。引き続き、ご指導のほど、よろしくお願いいた
します。
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I R  C a f é
第４１期定時株主総会を開催

「情報・通信技術が拓く新しい社会資本インフラの実現を先導していく企業」
を目指すとのことですが、具体的にはどういうことですか？

株主総会レポート

決 議 事 項
● 第1号議案　取締役８名選任の件
	 　【可決】
● 第2号議案　補欠監査役１名選任の件
	 　【可決】

株主総会受付

株主様控え室

もっと知りたいＮＥＣキャピタルソリューション ～中期計画Ｑ＆Ａ～

証券コード：8793
NECキャピタルソリューション株式会社

　4月に中期計画2011で当社の新たな方向性を
発表したことを受け、今回から株主通信のデザイン
を一新しましたが、どんな印象をお持ちになったで
しょうか。さて私は、６月に初めて山形新幹線に乗り、
株主優待品のカタログギフトの会社へ見学に行っ
て参りました。その時に見たカタログの山が、それ
ぞれ皆さまのお手元に届き、ご注文を頂いている
頃かなと思いをはせております。だいぶ先になって
しまいますが、次回はそのレポートをお届けできれ
ばとも考えております。今後もよろしくお願いいた
します。（Ｔ）

　株主の皆様の中にも、もしかするといらっしゃる
かもしれませんが、私は上場以来の株主通信をク
リップでとめて机に置いています。2005年の上
場以来ですので、15冊目（途中のマンガ冊子は除
く）です。実は、前回くらいから厚みが出すぎてとめ
られなくなり、更に大きなクリップに変えたところ
です。上場7年目の重みを実感！ 7年もあると世の
中も会社も人も色々なことがありますよね。すごく
手前味噌ですが、私は、「この会社は様々な可能性
を持った楽しみな会社」と思って7年前に中途入社
しました。7年経った今でも、「やっぱりこれからが
楽しみな会社」という思いは変わりません。新しい
中期計画に一社員として期待しています。（Y）

本冊子は環境に配慮するため、植物油インキで印刷しています。

編集後記

10月下旬	� 第２四半期決算発表

12月上旬	� 中間配当支払、 

第２四半期株主通信発行予定

1月下旬	� 第３四半期決算発表

3月上旬	� 第３四半期株主通信発行予定

I R カ レ ン ダ ー当社は２０１１年４月に「中期計画２０１１」を発表しました。ここでは、株主の皆様から寄せられたご質問にお答えします。

　2011年４月に公表した中期計画２０１１は、第2の創業期の意気込みで

検討を重ねたものです。既存のリース事業が厳しい事業環境にある中、ど

のような新しい事業の柱を立てていくか。第３次中期計画では、既存の

リース事業に加え、金融ソリューション事業、資産ソリューション事業という

２つを注力分野と位置づけ取り組んできました。そこで構築した事業基盤

をベースにどういう方向性に活かしていくのかを定義したものが中期計画

2011と言えます。

中期計画２０１１の位置づけ

※1 ＰＦＩ（Private Finance Initiative）
民間資金を活用した社会資本整備、つまり民間の資金, 経営能力及び技術能力を活用して公共
施設などの建設, 維持管理, 運営などを行う事業。国や地方自治体が基本的な事業計画をつく
り、資金やノウハウを提供する民間事業者を入札などで募る。

※2  ＰＰＰ（Public Private Partnership）
官公庁と民間事業者がパートナーを組んで事業を行うこと。たとえば水道やガス、交通など、従
来公営で行われてきた事業に、民間事業者が事業の計画段階から参加して、設備は官公庁が保
有したまま、設備投資や運営を民間事業者に任せる民間委託などを含む手法を指している。ＰＦＩ
はＰＰＰの手法の一つ。

中計発表資料は
ウェブをご参照ください。

NECキャピタルソリューション IR 中計発表資料
http://www.necap.co.jp/ir/irevent/index.html#event02

検 索

　中期計画２０１１を策定する中で、ＮＥＣの冠をつける企業として本来
当社が何をなすべきなのか、当社のアイデンティティは何なのかを考え
たとき、辿りついたものが社会資本インフラです。ＮＥＣグループでは、
放送映像システムや制御システム、交通・公共システム、消防・防災シス
テムなど様々な社会インフラに対し、その高度な運用をＩＣＴ（情報通信
技術）により可能とするサービスを展開しており、得意分野のひとつと
しています。これらの分野への投融資、またその資産の周辺に生まれて
くるアセットマネジメントを中心とする収益モデルの構築を行うことが、
本来当社が担うべき使命なのではないかという整理に至り、今回の
中期計画の目指す姿として提唱しました。

　日本では多額の国債・地方債を発行しており、累積債務は増加の一途
を辿っています。こうした財政状況を背景に、従来は国や地方自治体主
導で行われていた公共性の高い社会インフラの整備も、最近では
ＰＦＩ※１やＰＰＰ※２といった手法で、民間企業の「モノ・カネ・ヒト」を活用し、
事業運営されるケースが目立ってきました。もともと当社はリース取引
の半数以上が官公庁・自治体向けであり、公共性の高い案件に従事して
きましたが、新しい事業機会を的確に捉え、今後は、こうした形で地域や
社会により積極的に関わりを持っていければと思っています。足元では、
当社では初めてになりますが、首都圏内のＰＦＩ案件につき、参画すること
が決まる等、着実にその歩みを進めています。
　今後の成果につきましては、プレスリリースや株主通信等で随時株主
の皆様にお知らせしてまいります。

関心の高まっている電気自動車も、
その広い普及には充電ステーション
等のインフラの整備が必要になって
くるでしょう。これらの今後成長する
であろう新たな社会資本インフラに
ついては、当然ＮＥＣ自身もＩＣＴの観
点からアプローチしています。当社と
しても、リース・レンタル、ファイナン
ス、アウトソーシングビジネスなど、金融サービス会社としての切り口か
ら取り組むことで、ＮＥＣグループの市場機会を開拓していくことができ
るとともに、中期計画２０１１で標榜する「新しい社会資本インフラ」の
実現、拡充に貢献できると考えます。

なぜ「新しい社会資本インフラの実現」なのか？

民間企業の「モノ・カネ・ヒト」が求められる時代に

　福島第一原子力発電所の事故以来、わが国のエネルギー政策は大き
な岐路を迎えています。資源の少ない日本において、枯渇しないエネル
ギー資源である「再生可能エネルギー」への期待が高まり、風力発電や
太陽光蓄電等の事業の可能性を探る動きが目立ってきました。また昨今

例えば、風力発電等の再生可能エネルギーの普及を金融面からサポート
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2012 年 3月期第 1 四半期累計期間　連結決算ハイライト 営業の状況

前年同期比増減のポイント

億円

（単位：億円）

賃貸事業・中途解約の減少
賃貸事業の新規契約実行高の減少に伴い、賃貸事業の利益が減少しています。
また中途解約による売上高も減少しています。

貸倒費用の改善
かねてより推進している与信管理体制強化の取り組みが奏功し、貸倒費用
は大幅に改善しました。注力している営業貸付事業においても目立った倒産は
なく、賃貸事業についても状況は沈静化しています。

リサ・パートナーズ連結影響
売上総利益段階では11億円の利益貢献となりましたが、のれん代や構造改
革費用等を含む販売費及び一般管理費を加味した経常利益段階では、2億円
の悪化となりました。

ここでは足元の営業状況を示す指標につき解説いたします。

（億円未満四捨五入）

株式会社リサ・パートナーズ（以下、
リサ・パートナーズ）が連結対象に
加わったため同社売上高50億円
を計上していますが、賃貸事業の
新規契約実行高が減少したため、
売上高は減少しました。

決算の詳細情報は
ウェブをご参照ください。

賃貸事業の売上減少に伴い賃貸
事業の売上総利益は減少したも
のの、貸倒費用が大幅に改善した
ため、営業利益は32億円、経常
利益32億円と増加しました。

経常利益の増加に加え、特別利益
として新株予約権戻入益の計上
0.7億円があったため、四半期純
利益は増加しました。

※ �リサ･パートナーズが連結対象に加わっております。同社の決算期は12月であり、3月決算の当社とは決算期にずれがあるため、
今回の決算では、同社の第１四半期（1～3月）の業績を取り込んでおります。

当社の得意とする官公庁マーケットで競争が激化しており、
期首の未検収残高が減少していたことに加え、官公庁案件の
下期偏重の傾向が加わり、217億円（前年同期比29.1％減）
となりました。

賃貸事業、割賦、一括ファクタリングの契約実行高が減少傾
向にあるため、既存事業全体の営業資産は4,841億円（前
年同期比9.2％減）となりました。
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経常利益の主要増減要因

NECキャピタルソリューション IR
http://www.necap.co.jp/ir/

検 索
（億円未満四捨五入） （億円未満四捨五入）

（前年同期比 1.9％減）

（前年同期比 64.8％増）
※�ここでは、賃貸事業（リース）

および営業貸付事業のうち
「割賦」「一括ファクタリング」
を既存事業とし、営業貸付事
業のうち「営業貸付」を注力
事業としています。
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解説2

解説3

解説 1

解説 2

解説 3

賃貸・割賦事業 既存事業

企業融資において大口案件もあり、着実に営業資産残高を伸ば
したことで1,292億円（前年同期比14.6％増）となりました。

注力事業

注力している企業融資は着実に案件を積み上げていますが、
NECグループ向けに提供する一括ファクタリングにおいて取
扱高が減少しているため、538億円（前年同期比7.5％減）と
なりました。一括ファクタリングの減少は、東日本大震災後の
サプライチェーン寸断の影響による、NECグループ全体の資
材調達の減少によるものです。

営業貸付事業

リサ・パートナーズ連結に伴い、前年同期末比で771億円
の増加となっています。主な内訳は、販売用不動産404億
円、買取債権171億円、営業投資有価証券113億円、投
資有価証券82億円となっています。

リサ事業

※ 当期より、リサ・パートナーズに関連する項目を「リサ事業」として
新しくセグメント表示しております。
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